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１．調査概要 
 

調査目的｜管内の小規模事業者の景気動向を調査し、その結果を指導員等により分析するこ

とで小規模事業者の実態を把握するとともに、事業計画策定等における経営支援

の際の基礎資料として活用することを目的とする。 
 

調査期間｜令和 5年 7月 24日～令和 5年 8月 9日 

調査対象｜小規模事業者会員事業所（卸・小売業 25社、建設業 25社、製造業 25社、 

飲食・サービス業 25社  計 100 社） 
 

調査方法｜調査票を郵送 

回 答 数｜57社（回答率：57.0％） 
 

そ の 他｜「前期」とは、令和 5年 1～3月を指す。 

「今期」とは、令和 5年 4～6月を指す 

     「来期」とは、令和 5年 7～9月を指す 

 

２．調査結果 
 

(1) 調査結果の概要（要約） 

調査項目 調査結果の主なポイント 

業 況 
「悪化」、「やや悪化」合計で回答が５割近く（48.2％）全ての業種で

4割を超える。 

業況判断理由 
建設業を除くすべての業種で 7割以上が「仕入れ価格の動向」と回

答。 

売 上 前期比較で「減少」、「やや減少」合計で回答が 5 割近く（48.3％）。 

採 算 前期比較で「悪化」、「やや悪化」合計で回答が 6 割近く（58.6％）。 

仕入単価 「上昇」、「やや上昇」合計で回答が 8割近く（77.5％）。 

販売単価 
「不変」との回答が 4割以上（43.1％）。「やや上昇」が 3割以上

（34.5％） 

資金繰り 
「不変」との回答が 6割近く（58.6％）。「悪化」、「やや悪化」合計で

回答が 3割以上（34.5％） 

人 手 
「やや不足」との回答が 5 割近く（44.8％）。「適正」は 4割近く

（37.9％）。 

経営上の問題点 
「売上の停滞・減少」との回答が 5割以上。「仕入れの値上げ要請」も

3割近い回答。 

今後の取組み 
「物価高騰分の価格転嫁」が最も重要であるとする回答が多数。「人材

確保」「人材の育成」も今後の経営上の取組みとして重要視している。 
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(2) 回答結果 
 

＜今期（令和 5年 4～6 月）の業況＞ 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

悪化

17.2%

やや悪化

31.0%
不変

31.0%

やや好転

17.2%

好転

1.7%

無回答

1.7%

全 体

18.2%

11.1%

18.2%

6.7%

33.3%

27.3%

33.3%

27.3%

33.3%

33.3%

33.3%

45.5%

40.0%

33.3%

45.5%

11.1%

9.1%

20.0%

11.1%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別 

悪化 やや悪化 不変 やや好転 好転 無回答

業況が悪化（やや悪化含む）した事業者が 48.2％と全体の約半数を占めた。 

「悪化・やや悪化」の回答を業種別に見ると、特定の業種に偏った傾向はなく、どの業種におい

ても約半数は業況が悪化している。（業種毎の業況悪化の要因については、次ページに掲

載。） 

一方、コロナ感染症の 5類移行に伴い、行動制限が無くなったことなどを受けて、個人向け

サービス活動を中心とする商業、サービス業において一部業況の回復が見える。 

なお、業況が悪化（やや悪化含む）したとする割合が最も高い結果となった業種不明とは、

調査票を無記名として回答したことで、業種振分けができなかったものである。企業名を出し

たくないと思う回答者もいたのかもしれない。次回の調査では改善が必要である。 
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＜今期業況の判断理由（複数選択回答）＞ 

 

  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.4%

0.0%

36.4%

72.7%

36.4%

9.1%

0.0%

0.0%

18.2%

0.0%

45.5%

9.1%

9.1%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

国内需要（売上）の動向

海外需要（売上）の動向

販売価格の動向

仕入価格の動向

仕入以外のコストの動向

資金繰り・資金調達の動向

為替レートの動向

同業者間の競合

雇用・労働環境の動向

税制・会計制度の動向

新型コロナウイルス感染…

原発事故に係る賠償の動向

アルプス処理水の動向

豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【商 業】

44.4%

0.0%

22.2%

33.3%

11.1%

11.1%

0.0%

11.1%

0.0%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%

11.1%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

国内需要（売上）の動向

海外需要（売上）の動向

販売価格の動向

仕入価格の動向

仕入以外のコストの動向

資金繰り・資金調達の動向

為替レートの動向

同業者間の競合

雇用・労働環境の動向

税制・会計制度の動向

新型コロナウイルス感染…

原発事故に係る賠償の動向

アルプス処理水の動向

豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【建 設 業】

45.5%

27.3%

27.3%

72.7%

9.1%

0.0%

9.1%

0.0%

18.2%

0.0%

27.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

国内需要（売上）の動向

海外需要（売上）の動向

販売価格の動向

仕入価格の動向

仕入以外のコストの動向

資金繰り・資金調達の動向

為替レートの動向

同業者間の競合

雇用・労働環境の動向

税制・会計制度の動向

新型コロナウイルス感染…

原発事故に係る賠償の動向

アルプス処理水の動向

豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【製 造 業】

26.7%

6.7%

6.7%

73.3%

33.3%

13.3%

0.0%

20.0%

26.7%

20.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

国内需要（売上）の動向

海外需要（売上）の動向

販売価格の動向

仕入価格の動向

仕入以外のコストの動向

資金繰り・資金調達の動向

為替レートの動向

同業者間の競合

雇用・労働環境の動向

税制・会計制度の動向

新型コロナウイルス感染…

原発事故に係る賠償の動向

アルプス処理水の動向

豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【サービス業】

業況の判断理由として、全ての業種で仕入価格の高騰が経営に大きな影響を与えている。 

業種別に見ると、個人向けサービス活動を中心とする商業、サービス業は、国内需要、仕入

以外のコスト、新型コロナウイルス感染症の動向が業況判断の要因となっている。サービス業

では、その他として雇用・労働環境の動向も影響を及ぼしているとする回答が 2割ほどあっ

た。 

建設業では国内需要の動向が仕入価格の動向よりも業況に与える影響は大きい結果とな

った。また、販売価格の動向も影響を及ぼしているとする回答が 2割ほどあった。 

製造業では、国内需要の動向の割合も高く、次いで海外需要の動向、販売価格の動向も業

況に影響を及ぼしている。 
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＜来期（令和 5年 7～9 月）の業況予測＞ 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

悪化

17.2%

やや悪化

27.6%

不変

27.6%

やや好転

17.2%

無回答

10.3%

全 体 

18.2%

22.2%

9.1%

13.3%

25.0%

18.2%

33.3%

27.3%

40.0%

16.7%

22.2%

45.5%

33.3%

33.3%

36.4%

22.2%

13.3%

16.7%

27.3%

18.2%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別 

悪化 やや悪化 不変 やや好転 好転 無回答 商業

来期の業況予測としては、回答者の約 45%が悪化（やや悪化含む）すると回答した。今期

の回答から 3.4ポイントの減少となった。 

 業種別でみると、来期は業況が悪化（やや悪化含む）すると回答した割合が多くなったのは、

建設業とサービス業であった。今期の回答と比較すると、建設業では、11.1ポイント、サービス

業では、13.3ポイントの上昇であった。 

 来期の業況を予測する上で、影響を与える要因については、次ページで詳しく見ることとす

る。 
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＜来期の業況予測理由（複数選択回答）＞ 
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36.4%
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18.2%

0.0%

9.1%
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豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【商 業】

33.3%

0.0%

33.3%

44.4%

11.1%

11.1%

0.0%

11.1%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%
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0.0%
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豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【建 設 業】

54.5%

27.3%

27.3%

63.6%

9.1%

0.0%

9.1%

0.0%

18.2%

9.1%

27.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%
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資金繰り・資金調達の動向
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同業者間の競合

雇用・労働環境の動向

税制・会計制度の動向

新型コロナウイルス感染…

原発事故に係る賠償の動向

アルプス処理水の動向

豪雨災害、福島県沖地震…

その他

【製 造 業】

26.7%

6.7%

6.7%

73.3%

46.7%

13.3%

0.0%

20.0%

26.7%

20.0%

13.3%

0.0%

0.0%

0.0%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

国内需要（売上）の動向
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【サービス業】

来期の業況予測判断をした要因として、今期と同様に仕入価格の動向が全ての業種で 1

番高い割合となった。建設業では仕入れ価格の動向が今期より 11.1ポイント上昇した。また、

販売価格の動向、雇用労働環境の動向も 11.1ポイント上昇しており、複合的要因によって業

況が悪化すると見ている。 

 サービス業では、仕入以外のコストの動向が今期より 13.4ポイント上昇した。新型コロナウ

イルス感染症の行動制限の緩和によって客足は戻りつつあるが、コロナ以前に回復していな

い中で、エネルギー価格や人件費等の販売費および一般管理費の上昇によって来期は業況

がより悪化するとの見通しであった。 
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＜前期（令和 5年 1～3 月）と比べた今期の売上＞ 

 

 
 

＜来期の売上予測＞ 
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20.7%

やや減少

27.6%
不変

29.3%

やや増加

22.4%

全 体

27.3%

18.2%

20.0%

33.3%

18.2%

44.4%

36.4%

20.0%

25.0%

33.3%

27.3%

40.0%

41.7%

54.5%

22.2%

18.2%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

減少 やや減少 不変 やや増加 増加 無回答

減少

24.1%

やや減少

25.9%
不変

29.3%

やや増加

19.0%

無回答

1.7%

全 体

27.3%

33.3%

18.2%

26.7%

16.7%

9.1%

33.3%

36.4%

26.7%

25.0%

18.2%

11.1%

45.5%

40.0%

25.0%

45.5%

22.2%

6.7%

25.0% 8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

減少 やや減少 不変 やや増加 増加 無回答

 全ての業種で前期（令和 5年 1～3月）より売上が減少したとする回答が約５割となった。 

 建設業、製造業では、今期の業況判断をした理由で回答が多かった国内需要の影響による

ものと考える。 

 商業では、売上がやや増加したとする回答が 54.5%あったが、P.2の今期の業況判断では

悪化（やや悪化含む）したとする回答が 45.5%あったことから、売上は増加したものの新型コ

ロナウイルス感染症をはじめとする売上の減少幅を埋めるまでの売上増ではなかったのかも

しれない。 

製造業、サービス業では、前期と変化なしとする回答も 4割を超えており、売上の回復・拡大

の動きが鈍い。 

 来期についても、商業を除く全業種で売上が減少すると予測する割合が 5割を超えてい

る。特に建設業においては今期より売上の減少を予測する割合が 22.2ポイント上昇した。 
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＜今期の採算＞ 

 

 
 

＜来期の採算予測＞ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今期の仕入単価＞ 
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業 種 別

悪化 やや悪化 不変 やや好転 好転 無回答

悪化

19.0%

やや悪化

39.7%

不変

25.9%

やや好転

13.8%
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1.7%

全 体

18.2%

33.3%

18.2%

13.3%

16.7%

36.4%
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45.5%

53.3%
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27.3%

11.1%

27.3%

33.3%

25.0%

18.2%

22.2%
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25.0% 8.3%
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商業

工業（建設業）

工業（製造業）
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業種不明

業 種 別

悪化 やや悪化 不変 やや好転 好転 無回答

 今期採算では、全回答者の 6割弱が悪化（やや悪化含む）したとする結果となった。 

業種別に見ると、商業、サービス業では P.6の売上悪化（やや悪化含む）より採算の悪化

（やや悪化含む）の割合が高く、商業で 18.2ポイント、サービス業で 13.4ポイント高い。 

建設業、製造業では今期売上の悪化（やや悪化含む）とする割合と一致した。両業種とも売

上が不変とする割合よりも採算が不変とする割合が 10ポイント近く高い。経費削減等による

経営努力により利益確保に努めていることがうかがえる。 

来期採算では、商業を除く全業種で今期より採算が悪化（やや悪化含む）すると回答した割

合が 10ポイント以上高く、来期の業況予測要因として挙げられた仕入れ価格の動向によるも

のと考えられる。特に建設業では採算の悪化が今期比較で 22.2ポイントも高くなった。 
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＜今期の仕入単価＞ 

 

 

 

＜来期の仕入単価予想＞ 
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1.7%

全 体

45.5%
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25.0%

36.4%

55.6%

72.7%

60.0%

41.7%

22.2%

26.7%

25.0%

9.1% 9.1%

9.1%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

上昇 やや上昇 不変 やや下落 下落 無回答

上昇

27.6%

やや上昇

43.1%

不変

22.4%

下落

3.4%

無回答

3.4%

全 体

45.5%

22.2%

18.2%

26.7%

25.0%

36.4%

44.4%

54.5%

46.7%

33.3%

9.1%

33.3%

18.2%

26.7%

25.0%

9.1%

9.1%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

上昇 やや上昇 不変 やや下落 下落 無回答

今期仕入単価では、全回答者の 8割弱が上昇（やや上昇含む）したとする結果となった。上

昇と回答した割合が高い業種は、製造業で 9割、次いで商業、建設業で約 8割、サービス業

で約 7割の結果となった。P.6の今期売上のデータでは、製造業で悪化したと回答する割合

が高かったことから、製造業では仕入価格の上昇分を適正に価格転嫁できていない。 

商業では、売上がやや増加したとする回答が 5割を超えているため価格転嫁が一部できて

いるのかもしれない。 

来期においても、全業種で約 7割が上昇（やや上昇含む）すると回答があった。様々な商

品、部材等で値上げが続いており、アイテムによって価格改定の時期も異なっていると考えら

れる。 
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＜今期の販売単価＞ 

 

 

 

＜来期の販売単価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上昇

5.2%

やや上昇

34.5%
不変

43.1%

やや下落

10.3%

下落

3.4%

無回答

3.4%

全 体

9.1%

16.7%

63.6%

33.3%

45.5%

20.0%

16.7%

9.1%

66.7%

27.3%

60.0%

50.0%

9.1%

18.2%

20.0%

9.1%

9.1%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

上昇 やや上昇 不変 やや下落 下落 無回答

上昇

8.6%

やや上昇

24.1%

不変

44.8%

やや下落

13.8%

下落

3.4%

無回答

5.2%

全 体

18.2%

11.1%

16.7%

45.5%

36.4%

26.7%

8.3%

18.2%

77.8%

36.4%

53.3%

41.7%

9.1%

11.1%

18.2%

20.0%

8.3%

9.1%

9.1%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

上昇 やや上昇 不変 やや下落 下落 無回答

今期の販売単価では、全回答者の 4割強で不変とする結果となった。これは、仕入価格、

仕入以外のコスト増の中、売価に変動がない事業所が多いということである。次いでやや値上

げを行った事業所も 34.5％と物価高騰の波を受けて価格転嫁している事業所もあるが、や

や上昇との回答から適正な価格転嫁には至っていない。 

業種ごとに見てみると、建設業が最も不変の割合が高く、仕入単価が上昇したとする回答

が 8割弱であったのに対し、6割強が販売単価を変更していないまたはできていない状況で

ある。サービス業も 6割で価格の変更が進んでいない状況である。物価上昇の波を受けて最

も価格転嫁している業種は商業であった。製造業でも一部価格転嫁ができていることがうか

がえる。 

 来期の販売単価の動向としては、建設業が 8割近くで価格の据置きであり今期より販売価

格の変更は行われない見込みである。 
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＜今期の資金繰り＞ 

 

 

 

＜来期の資金繰り＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

悪化

12.1%

やや悪化

22.4%
不変

58.6%

やや好転

5.2%

無回答

1.7%

全 体

18.2%

18.2%

13.3%

8.3%

18.2%

27.3%

26.7%

33.3%

45.5%

100.0%

54.5%

53.3%

50.0%

18.2%

6.7%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

悪化 やや悪化 不変 やや好転 好転 無回答

悪化

15.5%

やや悪化

25.9%

不変

51.7%

やや好転

1.7%

好転

1.7%

無回答

3.4%

全 体

18.2%

11.1%

18.2%

20.0%

8.3%

18.2%

22.2%

27.3%

26.7%

33.3%

54.5%

55.6%

54.5%

53.3%

41.7%

9.1%

11.1%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

悪化 やや悪化 不変 やや好転 好転 無回答

今期の資金繰りでは、全回答者の 6割弱で不変とする結果となった。しかし、悪化（やや悪

化を含む）が 34.5％もあり決して無視できない状況である。 

具体的に業種別で見ると、建設業を除く全業種で 4割近くが悪果（やや悪化含む）となって

おり、特に売上および採算が悪化していると回答した割合の高い製造業が資金繰りの悪化が

顕著である。販売単価を上昇させてはいるものの、適正な価格転嫁ができていないことや同

業種間の競合も影響していることが詳細な分析でみてとれた。 

 来期に至っては、全回答者の 4割を超える事業所で悪化（やや悪化含む）となった。特に注

目すべきは建設業である。今期においては悪化・やや悪化とする回答が無かったものの、来期

見通しでは突如として 3割強の答えが帰ってきた。これは、来期の売上、販売単価の据置、収

益の予測（見通し）と一致しており、来期（７～9月期）は厳しくなると見込んでいる。 
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＜今期の人手＞ 

 

 

 

＜来期の人手＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足

10.3%

やや不足

44.8%

適正

37.9%

やや過剰

3.4%

無回答

3.4%

全 体

9.1%

11.1%

9.1%

13.3%

8.3%

54.5%

44.4%

45.5%

33.3%

50.0%

36.4%

44.4%

36.4%

53.3%

16.7%

9.1%

8.3%16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 無回答

不足

15.5%

やや不足

36.2%

適正

37.9%

やや過剰

5.2%

無回答

5.2%

全 体

9.1%

22.2%

9.1%

20.0%

16.7%

54.5%

55.6%

27.3%

26.7%

25.0%

36.4%

22.2%

54.5%

53.3%

16.7%

9.1%

16.7% 25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商業

工業（建設業）

工業（製造業）

サービス業

業種不明

業 種 別

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 無回答

今期の人手では、全回答者の 5割超で不足（やや不足含む）であるとの回答結果であっ

た。適正であると回答した割合も 4割弱となった。業種別に見ると、業種による大きな開きも

なく全産業で人手不足状況である。前述の回答結果から売上の減少および採算の悪化と連

動した結果とはならず、収益が悪化であっても人手が欲しいとの回答であった。 

 

 来期の人手に関しても 5割強で不足（やや不足含む）するとの回答であった。特に建設業に

おいては来期の人手不足が顕著に表れた。商業は、2期連続で 6割強が不足（やや不足含

む）と回答があったことから、慢性的に人手不足が解消できないでいることが見て取れた。 
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＜現在の経営上の問題点（複数選択回答）＞ 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54.5%
54.5%

0.0%
9.1%
9.1%

0.0%
9.1%

0.0%
0.0%
0.0%

45.5%
18.2%

27.3%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

36.4%
0.0%

9.1%
0.0%
0.0%
0.0%

9.1%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

売上の停滞・減少
仕入（商品・製品）の値上げ…
販売納入先からの値下げ要請

人件費の増加
人件費以外の経費の増加

代金回収の悪化
価格転嫁できていない
同業者間の競争の激化

大手との競争激化
輸入製品との競争の激化

顧客・ニーズの変化
取引先の減少

商圏人口の減少
大手企業・工場の縮小・撤退

資材・原材料不足
資材・原材料入荷遅れ

施設・設備の老朽化
人手不足

技術力不足
宣伝・営業力不足

天候不順・自然災害
為替レートの変動

アルプス処理水による風評被害
インボイス等への対応

物流問題
その他

問題なし

【商 業】

66.7%
22.2%

0.0%
0.0%

33.3%
11.1%
11.1%

0.0%
11.1%

0.0%
0.0%

11.1%
0.0%
0.0%

11.1%
11.1%

0.0%
44.4%

11.1%
11.1%
11.1%

0.0%
0.0%

11.1%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

売上の停滞・減少
仕入（商品・製品）の値上げ…
販売納入先からの値下げ要請

人件費の増加
人件費以外の経費の増加

代金回収の悪化
価格転嫁できていない
同業者間の競争の激化

大手との競争激化
輸入製品との競争の激化

顧客・ニーズの変化
取引先の減少

商圏人口の減少
大手企業・工場の縮小・撤退

資材・原材料不足
資材・原材料入荷遅れ
施設・設備の老朽化

人手不足
技術力不足

宣伝・営業力不足
天候不順・自然災害

為替レートの変動
アルプス処理水による風評被害

インボイス等への対応
物流問題

その他
問題なし

【建設業】

54.5%
27.3%

9.1%
27.3%
27.3%

0.0%
54.5%

9.1%
9.1%

0.0%
0.0%
0.0%

9.1%
18.2%

0.0%
9.1%

0.0%
18.2%

0.0%
0.0%
0.0%

9.1%
0.0%

18.2%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

売上の停滞・減少
仕入（商品・製品）の値上げ…
販売納入先からの値下げ要請

人件費の増加
人件費以外の経費の増加

代金回収の悪化
価格転嫁できていない
同業者間の競争の激化

大手との競争激化
輸入製品との競争の激化

顧客・ニーズの変化
取引先の減少

商圏人口の減少
大手企業・工場の縮小・撤退

資材・原材料不足
資材・原材料入荷遅れ

施設・設備の老朽化
人手不足

技術力不足
宣伝・営業力不足

天候不順・自然災害
為替レートの変動

アルプス処理水による風評被害
インボイス等への対応

物流問題
その他

問題なし

【製造業】

53.3%
33.3%

13.3%
13.3%

26.7%
0.0%

26.7%
13.3%

0.0%
0.0%

6.7%
6.7%
6.7%

13.3%
6.7%

0.0%
0.0%

26.7%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

6.7%
0.0%
0.0%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

売上の停滞・減少
仕入（商品・製品）の値上げ…
販売納入先からの値下げ要請

人件費の増加
人件費以外の経費の増加

代金回収の悪化
価格転嫁できていない
同業者間の競争の激化

大手との競争激化
輸入製品との競争の激化

顧客・ニーズの変化
取引先の減少

商圏人口の減少
大手企業・工場の縮小・撤退

資材・原材料不足
資材・原材料入荷遅れ

施設・設備の老朽化
人手不足

技術力不足
宣伝・営業力不足

天候不順・自然災害
為替レートの変動

アルプス処理水による風評被害
インボイス等への対応

物流問題
その他

問題なし

【サービス業】

自社の経営上の問題点として、全ての業種で売上の停滞・減少が 1番高い値を示した。業種

別に見ると、商業では仕入の値上げ要請を問題視する割合も売上問題と同じように高い。そ

の他、顧客ニーズの変化も大きな影響を及ぼしている。東日本大震災、原発事故により商圏

人口が減少した中、消費者ニーズを的確に捉えて域外の需要の取り込みが必要となってい

る。建設業では、人手不足が問題となっている。受注がある中で人手が足りていないことは、

工期の遅れまたは従業員の負担増につながる恐れがある。製造業では、価格転嫁できていな

いことが非常に問題であるとしている。このことは、P.9の今期販売単価の結果と一致してお

り、販売単価の不変、下落（やや下落含む）とする回答が 5割を超えている。サービス業では、

仕入の値上げ要請、人手不足が問題となっている。また製造業と同様に価格転嫁ができてい

ないようである。 
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＜今後の経営上の取組みで重要な事（複数選択回答）＞ 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

36.4%
0.0%

9.1%
9.1%

36.4%
0.0%

9.1%
27.3%

9.1%
9.1%
9.1%

0.0%
27.3%

18.2%
36.4%

0.0%
9.1%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

物価高騰分の価格転嫁
人件費の見直し

人件費以外の経費の見直し
新たな資金調達

販路拡大
新規取引先の発掘

新しい事業を始める
既存事業で新商品・新サービ…

品揃えを改善
宣伝・広報の強化

技術力の強化
情報力を強化

人材を確保
人材育成

後継者育成
労働条件の改善

店舗・工場・設備を増設
省エネ化

改修・改装する
IT化の推進

不採算部門を整理・縮小
その他

特になし

【商 業】

44.4%
0.0%

22.2%
0.0%

22.2%
33.3%

11.1%
0.0%
0.0%

22.2%
0.0%

11.1%
44.4%
44.4%

33.3%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

物価高騰分の価格転嫁
人件費の見直し

人件費以外の経費の見直し
新たな資金調達

販路拡大
新規取引先の発掘

新しい事業を始める
既存事業で新商品・新サービ…

品揃えを改善
宣伝・広報の強化

技術力の強化
情報力を強化

人材を確保
人材育成

後継者育成
労働条件の改善

店舗・工場・設備を増設
省エネ化

改修・改装する
IT化の推進

不採算部門を整理・縮小
その他

特になし

【建設業】

72.7%
9.1%

36.4%
0.0%

9.1%
36.4%

0.0%
9.1%

0.0%
0.0%

9.1%
18.2%

45.5%
9.1%

18.2%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

物価高騰分の価格転嫁
人件費の見直し

人件費以外の経費の見直し
新たな資金調達

販路拡大
新規取引先の発掘

新しい事業を始める
既存事業で新商品・新サービ…

品揃えを改善
宣伝・広報の強化

技術力の強化
情報力を強化

人材を確保
人材育成

後継者育成
労働条件の改善

店舗・工場・設備を増設
省エネ化

改修・改装する
IT化の推進

不採算部門を整理・縮小
その他

特になし

【製造業）】

46.7%
0.0%

40.0%
0.0%

6.7%
0.0%
0.0%

6.7%
0.0%
0.0%

13.3%
0.0%

26.7%
13.3%
13.3%

6.7%
0.0%

6.7%
6.7%

0.0%
0.0%
0.0%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

物価高騰分の価格転嫁
人件費の見直し

人件費以外の経費の見直し
新たな資金調達

販路拡大
新規取引先の発掘

新しい事業を始める
既存事業で新商品・新サービ…

品揃えを改善
宣伝・広報の強化

技術力の強化
情報力を強化

人材を確保
人材育成

後継者育成
労働条件の改善

店舗・工場・設備を増設
省エネ化

改修・改装する
IT化の推進

不採算部門を整理・縮小
その他

特になし

【サービス業】

全業種で物価高騰分の価格転嫁が、今後の経営上の取組みで重要であるとする回答が上

位を占めた。特に価格転嫁が進んでいない製造業ではその割合が非常に高い。 

 その他重要な取組みを業種別に見ると、商業では価格転嫁の重要性と同様の比率で販路拡

大、後継者育成が高い回答となった。建設業では、価格転嫁の重要性と同様の比率で人材の

確保、後継者の育成が高い回答となった。製造業では、人材の確保、経費削減、新規取引先

の発掘の重要度が高い結果となった。サービス業では、経費削減、人材の確保の順で高い回

答となった。 

 


